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京都府内新設法人数５年ぶりに減少！

2025年の京都府内における新設法人が５年ぶりに減少した。
東京商工リサーチ（以下TSR）の調査によると、2025年に京都
府内で新規に法人登記された新設法人の数は3150社で、４
年連続で増加していた傾向が止まった。前年比1.6％の減少

だった。全国的には依然として高い水準にはあるものの、過
去からの増加傾向はいったん止まった形になった。

＜解説＞背景には、人手不足、コストの高騰などがあると思われる。
2020年は新型コロナの影響で、新設法人数が減少したが、今回の

結果はそれ以来の減少となった。業種別では保険業、サービス業
は増加したが、農林業、鉱業、小売業など６業種で減少した。物価
高騰の影響が大きい建設業は237社となり、前年比50社、17.4％減
少。不動産業は312社となり、前年比11.1％減少となった。逆に、最

も多かったのは大学発スタートアップの学術研究・専門サービス業
で465社、８年連続で増加した社数が最も多かったのは、飲食業の
258社であった。飲食業は、逆に人件費の高騰、原材料の値上がり
で、倒産、廃業も多いが、インバウンド需要の増加で観光業の活性

化に伴い新たに参入する企業も多いと解釈できる。前年度、
最も伸びた宿泊業は、67社と前年比増加はなかった。2025

年の１年間で、京都府内では休業・廃業した法人は、過去
最多の1213社、倒産件数は399社あり、合計1612社が市

場から退出した。市場から退出した企業数の、約２倍の数
の企業が新しく生まれているという事実もあり、市場の活性
化、ポテンシャルは維持されている。しかし、伝統産業を始
め、今後の展開を読めない中で、果たして今後も同規模の
新設法人が建設されるという傾向になるか、読めない手探
りの状況が続く。原因は、前述にもあるが、人手不足と原

材料、物価の高騰。さらに、追い打ちをかけるように中東での戦
争が始まり、さらに先行きが見通せない不確実な状況となった。
ここに、資材の枯渇という新しい課題が突然発生し、さらに先行
きが不透明になりつつある。原材料の高騰、円安、人材不足など、
いわば国が抱える構造的な課題に対しては、中小企業は非常に
力が弱い。金利も、従来のゼロ金利から、明らかに金利のある時
代へ変貌した。京都に本社を移転するという嬉しいニュースもあ
るが、大学発ベンチャーも含め新しい法人が市場を活性化させる
ことは間違いない。新設法人数の伸びがいったん止まり、さらに
減少傾向になるのか、今回の減少が一過性の現象となるのか。


